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T h e m e  1

熟議民主政治
　近年、政治参加を求める市民の声が世界的に高まっている。健全な世論を形成するには、人々が互いに
意見を交わすことが期待される。たとえ、自身の意見が通らなくとも、自分の意見が検討されることで結
論も受け入れられやすくなる。
　本会合では、こうした人々による熟議の成果を、議会を通じて公式な意思決定の場につなげ、政策に反
映されるための仕組みづくりを検討する。すでに自治体では、ITを駆使した市民参加の試みが始まってお
り、そうした事例を踏まえて、新しい民主政治の在り方を議論する。

T h e m e  2

自由と平等 ――コロナ政策から考える ――

　コロナ感染症に対する各国政府の政策には大きな違いがみられた。欧米でのロックダウンによる対策は、
政策の根幹である自由を重んじるリベラリズムの価値を毀損したという見方もある一方、公共の秩序・安
全を確保する観点からは妥当だったとする見方もある。
　本会合では、今回のコロナ対応を参考事例として、日本人の自由と平等に対する観念をアンケートから
明らかにし、日本人の価値観に立脚した政策とは何か、また、目指すべき政策を実施するために日本人の
意識にどう働きかけていくべきかについて議論する。 T h e m e  4

SNS時代の政策決定メカニズム
　ソーシャルメディアの発達により、伝統的なニュースメディアに接する機会が減少している。また、メ
ディアのコンテンツに接したとしても、関心は断片化され、注意をひくわずかな時間に入手した情報に影
響されることになる。こうしたネット環境の中で、世論形成はどのような影響を受けるのか、また、政策
決定過程において、ソーシャルメディアをどのように活用していくことが望ましいのか。
　ここでは、デジタル時代における健全な世論形成や、人々の声を政策決定に生かすための環境のあり方
について議論を行う。
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T h e m e  3

活力ある雇用社会のビジョン ――「失業なき労働移動」をめざして ――

　経済社会が大きく変革し、労働者が企業・産業の枠を超えて成長産業に移動し、能力や志向を活かして
就労できる仕組みが求められている。しかし日本では、グローバル時代にふさわしい活力ある雇用社会へ
の転換が遅れている。かつて、オランダのワークシェアリングが注目を浴びた。それは、業務を分け合う
ことで雇用を確保するという考え方が支持されやすかったためだが、日本に根付かせるには限界があった。
　切り札となるのが、「失業なき労働移動」ではないか。スウェーデンは、職業能力の向上を通じ、労働
者を生産性の高い部門に移動させることで競争力を維持している。背景には、「職」ではなく「人」を守
る発想がある。
　そこで本会合では、諸外国や日本の成功事例も参考にしつつ、リカレント教育、職業斡旋、地域・国土
政策など、多面的な視点から検討するとともに、日本に労働移動を促す仕組みを定着させるべく、議論する。
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